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社会保障関連支出の経済効果  
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Economic Effects of the SaialSecurity Expenditure  

KenjiGASAWA＊   

Willthe government expenditure fbr‖Socialsecurity，medicaland health service‖（inlater，Iwill  

describeit‖socialsecurity expenditure‖）give significant economic effects？Ianalyzed this topic with an  

Applied GeneralEquilibrium（AGE）modeland compared to the results ofinput－OutPut analyses，Which  

are adoptedin alot ofstudies for this topic．AnalysIS With this modelhas advantage overlnPut－OutPut  

analysIS tO eStimatethe amountofeconomic effect causedbysocialsecurityexpenditure，because analysIS  

withinput－OutPut mOdelignores a）the parts of鎖nalconsumer and b）additionalbudget for the  

expenditure．Thesepoints areverylmPOrtantinthis subject．WiththeAGEmodel，Icomparetheeffects  

fbr socialwelfare，emPloyment and gross productbetween socialsecurity expenditure and the government  

expenditure fbr‖construction．”  

Ifound that a）socialsecurity expenditure willimprove socialwelfare，employment and production  

levels，b）these effects arelager than thoseinthe expenditure fbr construction，and c）withincreasing  

SOCialsecurity expenditure and with reducing the expenditure fbr construction，the government can  

improve socialwelfare，emPloyment and productionlevels withoutincreasing financialdeficit．  
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1．はじめに   

社会保障関連の施策が整備されるのに伴い、経済効  

果の観点から政策の費用対効果を検証する研究が近年  

多く見られる。これらの研究は、社会保障政策がもた  

らす経済的なメリットー雇用の増加や所得の増加－と  

その他の政策がもたらすそれとを比較することで、政  

策選択にあたっての重要な資料を提供することに貢献  

している。   

この分野の経済分析手法として現在広く用いられて  

いるのが、産業連関分析である。この分析手法は、生  

産活動のための材料調達など生産面を通じた各産業間  

の結びつきを包括的にとらえて、ある産業での事象  

（たとえば、政府の支出によりある産業の財・サービ  

スを追加的に供給する）が経済全体にもたらす影響を  
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ビスの流れを体系的に記述して分析を行なうための手  

法である。ここでは国民経済をいくつかの産業に分類  

し、それら各産業で産出される財・サービスと、生産  

のために必要となる投入物（労働・資本といった生産  

要素および材料・使用サービスといった中間財）の数  

量関係を生産関数とよばれる数式で数学的に記述し、  

これらの数式を連立方程式として解くことことで、各  

産業間で取引される財・サービスの量や労働の雇用量・  

資本の使用量などを明らかにすることができる。   

産業連関分析による社会保障関連支出の経済効果の  

評価は数多く存在する。たとえば、地方を対象とした  

ものとしては北陸地方を対象としたもの（堀川［1］）、  

大阪府を対象としたもの、（大阪府立産業開発研究所  

［2］）、北海道を対象としたもの（北海道通商産業局  

［3］）などがある。また日本全体を対象としたものと  

しては、自治体研究所［4］や「厚生白書平成11年版」  

［5］がある。これらの研究の多くは、社会保障関連支  

出の経済効果を建設関連支出のそれと比較している。  

そこではおおむね、（1）粗付加価値1、雇用について  

はほぼ同等もしくは社会保障関連支出のほうが正の効  

果が大きく、（2）生産については、建設関連支出のほ  

うが正の効果が大きい、という結果が得られている。   

この手法の欠点は、財・サービスに対する需要の記  

述に大きな制限が伴うことである。経済学では、需要  

を大別して中間需要と最終需要のふたつに分類する。  

前者が「（他の）財・サービスの生産のための材料と  

しての需要」であるのに対し、後者はそれ以外、すな  

わち「その財・サービスの使用自体が使用者に何らか  

の満足を与える需要」を意味する2。中間需要におい  

ては、需要者は各産業であり、その大きさは各産業で  

の生産量に依存する3。一方最終需要においては、需  

要者は家計・政府・外国であり4、その大きさは各需  

要者の収入の大きさに依存する。これらの需要のうち、  

中間需要については生産関数からなる連立方程式を解  

くことで需要量を得ることができるため、産業連関分  

析で十分扱うことができる。しかし最終需要について  

は、それと各需要者の収入との関係がそれほど明確に  

表現されていない。そのため、たとえば「政府による  

分析するものである。産業連関分析は、比較的簡便に  

利用できるので広く使われている。   

しかし、この分析手法にはその簡便さゆえの限界が  

あり、そのため分析結果にバイアスが生じることを否  

めない。とりわけ社会保障をテーマに分析を行なう場  

合、このバイアスの存在は重要である。というのも第  

2節で述べるように、産業連関分析では、その分析方  

法の構造上の問題から、社会保障産業における追加需  

要がもたらす経済効果の大きさを他の分野におけるそ  

れと比べて相対的に高く評価しがちだからである。し  

たがって、産業連関分析における経済効果の産業間比  

較結果を見るにあたっても、その点を考慮しなければ  

ならないことになる。   

本研究では、産業連関分析の弱点を克服するべく、  

応用一般均衡モデル（AGE：Applied General  

Equilibrium ModelあるいはCGE：Computable  
GeneralEquilibrium Model）を用いて「社会保障・  

保健・医療」産業と、景気刺激のための主要な支出先  

である「建設」産業における政府支出の増加がもたら  

す経済厚生・雇用量・生産量の変化を比較するもので  

ある。この応用一般均衡モデルという分析手法は、  

Arrow，Debreuの一般均衡理論を実証分析モデルとし  

て適用したものである。ここでは、産業連関分析に欠  

けていた最終需要の決定メカニズムを盛り込むことが  

できる。それゆえ、各産業に対する支出の経済効果を、  

より公平に推定・比較することが可能になるのである。  

以下の構成を述べる。第2節では産業連関分析と応用  

一般均衡モデルとの手法的な比較を行なう。第3節で  

は、本研究で使用するモデルについて説明する。第4  

節では、シミュレーションの内容と結果が示される。  

第5節で結論が述べられる。  

2．産業連関分析と応用一般均衡モデル   

本節では、本研究の手法的な位置付けを明らかにす  

るために、従来的な手法である産業連関分析の手法と、  

本研究で採用する応用一般均衡モデルによる分析手法  

の概略について述べる。   

産業連関分析とは、各産業間で取引される財・サー  

1日本国民の所得の合計額にほぼ等しい。  

2生産のために使われる財・サービス需要の中でも、生産設  

備など、繰り返し使用可能なものへの需要は、中間需要で  

はなく最終需要に分類される。  

3っまり、ある産業の生産量が増減すれば、そこで使用され  

る材料（中間財）の量も増減する、ということである。  

4最終需要のなかでも生産設備などは、直接家計などが購  
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入するわけではないものの、予算制約的な負担 者を（株  

式所有などを通じて）家計・政府などに帰着させて考える  

ことができる。  

5ここでは、「発端において最終需要」が変化したときの最  

後的な最終需要を扱い方を例にとった。研究によっては、  

「最後的に最終需要」の大きさを与える形で分析を行なっ  

ているものもある。この方法だと本文で挙げた問題は解決   



ある部門への追加的な需要増加が波及的にもたらす経  

済効果」の大きさを推定する際、中間需要の増減によ  

る効果は扱えても最終需要の増減については、「家計  

の労働所得（産業からみると労働に対する支払）の一  

定比率が追加的な最終需要となる」といった限定的な  

形で分析を行なうことになる。そうすると家計の貯蓄－  

これは金融市場を通じ設備購入（投資財の購入）など  

にあてられるはずなのだが－がもたらす最終需要への  

影響が無視されることになる5。   

この間題は社会保障分野を分析対象とする場合重要  

である。というのも、この種の分野は生産に伴う費用  

のうち労働への支払（雇用者所得）の資本の使用に対  

する支払（資本所得）に対する比率が高い。それゆえ  

先に触れた「家計の労働所得（産業からみると労働に  

対する支払）の一定比率が追加的な最終需要となる」  

という設定の下では、社会保障産業のもたらす経済効  

果を、他の産業のそれに比べて相対的に高く評価して  

しまう傾向をもつといった、分析結果のバイアスが生  

じる。   

また、産業連関分析による研究では、政府の予算調  

達による影響が無視されているため、政府が追加支出  

を行なうための資金を調達した結果（それが課税によ  

るにしても借入れによるにしても）民間部門での資金  

の減少および、それがもたらす影響を扱うことが困難  

である。仮に政府がある産業へ1兆円の追加支出をし  

たとしても、民間の資金が政府に吸い取られた結果、  

トータルで見て雇用などに悪影響が出る場合もないわ  

けではない。しかし、産業連関分析ではこのような問  

題を扱うことができない。   

これらの産業連関分析の欠点を克服したのが応用一  

般均衡モデルである。このモデルは、家計、企業、政  

府などの経済主体の経済行動をそれぞれ連立方程式と  

して定式化し、これら経済主体の相互作用的な行動の  

結果、財・生産要素の取引量・価格がどう決まるかを  

シミュレーションにより推定することができるという  

ものである。したがって、この分析手法では、最終需  

要者の行動をも数式で記述し、最終需要についても的  

確に扱うことが可能になっている。もちろん、その分  

数式が幾分複雑になるものの、それも近年のコンピュー  

タの発達によりそれほど問題はない。この分析手法の  

困難な点は、むしろ数式で使用するなり、数式に与え  

るのに必要なパラメータが多くなるのに伴い、それを  

統計データから抽出できるかどうかという点にあると  

考えられる。   

これまでの応用一般均衡モデルは主として、貿易、  

環境問題、最適課税、規制緩和など、いわゆる「歪み」  

を対象とした分野で用いられており、日本を対象とし  

た分析も、市岡［6］などが行なっている。現在では、  

世界貿易分析センター（Center for GlobalTrade  

Analysis）により開発された世界貿易分析計画（GTA  

P：GlobalTrade Analysis Project）モデルのように、  

分析モデルとデータがパッケージ化され、これらを入  

手すれば誰でも分析が可能なものまで現れている。し  

かし、政府支出による社会保障関連需要増加の経済効  

果といった分野に関しては、依然産業連関分析の手法  

が用いられてきた。その理由は産業連関分析の簡便さ  

のほか、応用一般均衡モデルが政府支出増加に対する  

民間最終需要の反応の大きさの推定が苦手である点に  

帰すると考えられる。   

そこで本研究では政府支出増加の効果を分析するた  

め、モデルに、つぎのような設定を盛り込んだ。ひと  

つは、民間最終需要のうち消費に関するもので、家計  

の効用関数における線形支出体系の採用である。この  

モデル設定は、過去にもGunningら［7］によって用  

いられてはいるものの、第3節で触れる基礎消費内訳  

の初期値の推定がデータ利用可能制約上困難であるた  

め、基礎消費を考慮しない分析方法が広く採用されて  

きた。しかし、本研究が扱う問題においては、政策変  

化に対する民間最終消費の反応の大きさをなるべく正  

確にシミュレートする必要があるため、基礎消費内訳  

の設定を簡便にすることで、線形支出体系を採用した。  

いまひとつは投資財需要に関するものである。静学応  

用一般均衡モデルは、投資需要の変化をシミュレート  

するのが不得手である。仮にモデルを動学化したとし  

ても、均衡に達していない市場が存在する状況（たと  

えば非自発的失業が存在するということは、労働市場  

が均衡していない）を応用一般均衡モデルでシミュレー  

トすることは、今のところ困難である。そこで、代替  

的な方法として本研究では、投資財購入に充てること  

のできる貯蓄の増加が、すべて意図する投資（生産設  

備、インフラ、意図した在庫の積み増し）に向けられ  

るという、通常のモデル設定で想定されるケースと、  

すべて意図せざる投資（つまり売れ残り）となってし  

まうケースの両極端を想定し、その両方について経済  

される。しかし、この分折方法だと、その「最後的な最終  

需要」水準を達成するために必要となる「発端における最  

終需要」の大きさを解くことはできない。  
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9 運輸  

10 通信・放送  

11公務  

12 社会保障・医療・保健  

13 その他サービス  

14 その他  

各産業はつぎの図が示すように入れ子式の生産構造  

を想定する7。  

資本  労働  

＼ ／ （a）  

混合生産要素  中間財  

＼ ／ （b）  

国内生産財  

／ ＼ （c）  

輸入財  国内財   輸出財  

＼ ／ （d）  

合成財  

／ ＼ （e）  

最終財  中間財  

図1生産・使用の流れ  

各段階における式の形   

（a）コブ・ダグラス型関数   

（b）コブ・ダグラス型関数   

（c）変形の弾性値一定（CET）型式   

（d）コブ・ダグラス型関数   

（e）線形式  

生産のプロセスは、図1の上方から下方に向けて流  

れている。各産業には多数の同質な企業が存在し、そ  

れぞれが上記のプロセスに従い生産活動を行なうもの  

と仮定する。各プロセスにおける企業行動は、具体的  

にはつぎのように描写される。   

第1段階においては、生産要素（「資本」・「労働」）  

から「混合生産要素」が生産される（図1（a））。  

厚生の評価を行なうことで対応することにした。   

本節の最後に応用一般均衡モデルの分析結果の妥当  

性の評価方法について述べておく。たいていの場合、  

モデルであつかわれるシミュレート内容はごく限られ  

た政策や状況の変化であるのに対し、現実の経済では  

さまざまな要因が所得、雇用、生産、消費に影響を及  

ぼすため、これらの項目の変化についてのシミュレー  

ション結果の妥当性を直接的に事後検証するのは難し  

い。そこで、橋本［8］は、物価について、現実の物  

価上昇率から過去のトレンドにおける物価上昇率を引  

いたものと、シミュレーション結果での物価上昇率が  

ほぼ等しいことを示すことで、応用一般均衡モデルに  

よる分析結果を妥当と判断している。同様の方法で個  

別価格に関する分析結果妥当性が示され、かつ、モデ  

ルで用いられた価格と数量の関係式が事後的にも統計  

的な手法でその妥当性を確認することができれば、応  

用一般均衡モデルの分析結果の妥当性を示すことがで  

きるのではないか、と考えられる。  

3．モデルの構造   

本分析で使用する応用一般均衡モデルについて述べ  

る。ここで用いるモデルは1995年の日本を対象とし  

た2生産要素14財1国開放静学モデル6である。基礎  

的なデータとして「昭和60－平成2－7年接続産業連  

関表」［9］、「財政統計」［10］、稲垣［11］を使用して  

いる。  

・産業   

上記産業連関表で挙げられている産業を集計し、つ  

ぎの14の産業に分類した。   

1農林水産業   

2鉱業   

3製造業   

4建設   

5電力・ガス・水道   

6商業   

7金融・保険   

8不動産  

6全世界を分析当該国とその他の国々のふたつに分類して構  

築されたモデルのことをさす。ここで「開放」とは、分  

析当該国の対外的な貿易を扱ったモデルであることを意  

味する。  

7実際の生産工程においてこのような入れ子式のプロセスが  

存在するわけではないが、仮想的に入れ子式の生産構造   

を想定にすることにより、同一産業における輸入財と国  
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生産財とが「似ているけれども異なる」（不完全代替）こ  

とを描写することができる。これはたとえば、国産のみか  

んと、カリフォルニア産のオレンジとの違いをイメージす  

るとよい。このような設定は、応用一般均衡モデルではし  

ばしば採用されている。  

8本節の数式で使用する文字の説明は、節の末尾に掲げる。   



このプロセスにおける生産関数はつぎのようにあらわ  

される。  

・混合生産要素の生産関数8   

βrノり  
（1）  

yノ＝γyノnf功  た  

式（1）を制約とし、所与の価格の下、産業内の企業  

は利潤（混合生産要素の生産額から投入生産要素の合  

計金額を引いたもの、すなわちPyノyノー∑が現）  

を最大にするように行動すると仮定する。利潤最大化  

問題の1階条件より式（2）が得られる。  

混合生産要素生産の費用の内訳   

が現＝βyノァyノyノ  ∀ん，ノ  （2）   

第2段階においては「混合生産要素」と「中間財」  

から「国内生産財」が生産される（図1（b））。この  

プロセスにおける生産関数はつぎのようにあらわされ  

る。  

国内生産財の生産関数1  

（国内生産財と混合生産要素の数量関係式）  

∂yノzノ＝yノ  り   （3）  

国内生産財の生産関数2  

（国内生産財と中間財の数量関係式）  

国内財と輸出財の振分け式  

り   （6）  ＝Zノ  

式（6）を制約とし、所与の価格の下、企業は利潤  

（国内財と輸出財の産出額の和から投入される国内生  

産財の額を引いたもの、すなわちP∂ノか＋元ノ且ノ  
ータZノzノ 

）を最大にするように行動すると仮定する。  

利潤最大化問題の1階条件より式（7）、（8）が得ら  

れる。  

国内財と国内生産財の相対価格と相対数量の   

関係式  ／ ．、gノ  

（  

－1－gノ ． P∂ノ  

アZノ  

－どノ  

∀／   （7）  

輸出財と国内生産財の相対価格と相対数量の  

関係を＝招一項斬  

り   （8）   

第4段階においては「国内財」と「輸入財」から  

「合成財」が生産される（図1（d））。このプロセスに  

おける生産関数はつぎのようにあらわされる。  

合成財の生産関数   

9ノ＝γ9ノβノβ2ノ〟ノトβ¢ノ  

り   （9）  

式（9）を制約とし、所与の価格の下、企業は利潤  

（合成財の生産額から、生産に使用される国内財と輸  

入財の金額を引いたもの、すなわちP2ノ9ノーP∂ノβノ  

ー（1・言〟ノ）戸面ノ〟ノ）を最大にするように行動する  

と仮定する。なお、輸入財の使用には輸入税が課せら  

れる。利潤最大化問題の1階条件より式（10）、（11）  

が得られる。  

合成財生産の費用の内訳1：国内財  

即ノが＝βeノアeノeノ 
り（10）  

∂甜ごZノ＝劇中   ∀り  （4）  

式（3）および（4）を制約とし、所与の価格の下、  

企業は利潤（国内生産財の生産額から生産に使用され  

る混合生産要素と中間財の合計金額を引いたもの、す  

なわちPZノzノータyノyノー㌣町叫）を最大に  

J するように行動すると仮定する。利潤最大化問題の1  
階条件より式（5）が得られる。  

国内生産財の産出物・投入物の価格関係式  

αr 
ノアyノ＋∑鮎∴町＝PZノ  

J  

り   （5）   

第3段階においては「国内生産財」が「国内財」も  

しくは「輸出財」として振り分けられる（図1（c））。   

このプロセスにおける振分けはつぎのようにあらわ  

される。  
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民間消費のシェアに等しいものと仮定する。すなわち、  

つぎの式が成立するものとする。  

民間最終消費の内訳1：基礎消費  

ダガブズP。f＝α円Co ∀メ（エア）   
家計は、消費による満足度をあらわす効用10関  

数を持つものとする。効用の水準は各産業で生産  

された財それぞれの家計による消費水準に依存す  

る。効用関数の関数型はコブ・ダグラス型の線形  

支出体系を仮定する。家計は予算制約の下、その効  

用n（昭一二面。f）αpfを最大にするよう基礎消費  
J  

を除く民間最終消費の内訳を決めるものとする。  

基礎消費を除く民間最終消費の予算制約式  

C♪－C。＝∑躇～（鱒一面。f）（18）  
■■ を予算制約に、効用最大化問題の1階条件をとると、  
式（19）が得られる。  

民間最終消費の内訳2：基礎消費を除く部分  

P方′（ノ巧－ズP。ノ）  

＝αp′Cl 爪7CO朋Eタ∀～  （19）  

これはつまり、基礎消費以外の部分についても民間最  

終消費における各財ごとの金額のシェアが一定である  

ことを意味する。  

・政府   

政府は労働所得税・資本所得税・輸入関税・国内間  

接税を財源とする。労働所得税・資本所得税はそれぞ  

れ家計の労働所得・資本所得の一定比率を徴収するも  

のとする。また、輸入関税・国内間接税は、それぞれ  

輸入・国内需要の価格を一定比率上乗せし、その上乗  

せ分を徴収するものとする。   

政府は各産業ごとに一定数量の最終財を購入するも  

のとし、税収との差額（不足分）を国内に集まってい  

る貯蓄資金から借入れて調達するものと仮定する。   

政府の予算制約式はつぎのようにあらわされる。  

合成財生産の費用の内訳2：輸入財   

（1＋妄〟 ノ）両ノ〟ノ＝（1－β。ノ）P針eノ  
∀ノ   （11）   

第5段階では「合成財」が「最終財」もしくは「中  

間財」として使用される（図1（e））。この数量的な  

関係は、つぎの数式で表される。  

合成財の使用  

J巧・面7・∬f・∑劇中＝9～  
ノ  

∀～   （12）  

合成財が市場で取引される際、政府によって国内間接  

税が課せられ、生産者価格に税額分を上乗せした価格  

で購入される。  

国内間接税課税による価格関係式   

（1＋転）Pe7＝躇′  ∀～  （13）  

・家計   

家計は、一定量の生産要素（資本・労働）を所有し  

ており、それを企業に提供する。各産業で使用される  

生産要素の合計量は、家計より供給され、かつ実際に  

使用される生産要素の量に等しい。  

生産要素の数量関係式   

和∠＝用舟   

∀た （14，  

家計は生産要素を提供する対価として所得を得る。家  

計はその中から労働所得税、資本所得税を払う。そし  

て残額、すなわち可処分所得のなかから一定量の基礎  

消費（かりに可処分所得がゼロだとしても、生命維持  

のため行なわれる消費）を行ない、さらに残った額の  

一定率を最終財の民間消費にあて、そのほかを貯蓄す  

る9。家計の直面する予算制約はつぎのように表され  

る。  

家計の可処分所得  

－た   〃忙0朋富戸＝享（ト㍍）碑 
（15）  

民間最終消費額の決定式  

Cp＝C。＋cl爪JCO朋百p  （16）   

基礎消費における各財ごとの金額のシェアは、基準均  

衡解（あるいはベースケースでの解）における各財の  

∑J田上′五用慮・‡Jef吋9～十‡′〟ノ房ノ〟ノ・FG  

ノ  

∑呵姦  
（20）  

9「家計の可処分所得」とは、家計の収入から、直接税など  

経常的な政府への移転金額を差し引いた、いわば家計が任  

意に使用できる所得のことである。  
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・貯蓄・投資   

家計の貯蓄から政府・外国へのファイナンス分を差  

し引いた残りは、投資財の購入にあてられる。  

すべて生産に使用されるものとする。  

資本の完全使用  

用以〃m上＝用。  
投資の予算制約式   

〃√CO凡慮丁′   

＝〟VCO九『クー∑Ar′鱒イG一再   

＝‡既∫∬ノ  

J  

（24）   

以上挙げた式（1）～（24）の連立方程式により応用  

一般均衡モデルを定式化する。   

なお、数式中のパラメータのうち、式（6）～（8）  

で使用する変形の価格弾性値gノの大きさは我揮［12］   

に従った。また、式（16）、（19）における限界消費性  

向c．は、国民経済計算年報よりのデータを用い、  

「民間最終消費支出」と「GDP一政府および公的企業の  

可処分所得」の関係を単純最小二乗法で推計し、  

0．5226の値を得たので、これを採用した。（使用デー  

タはいずれも実質値。推計期間1990～1999年。決定  

係数0．99126、t値21．25、有意水準1％で有意）それ  

以外のパラメータについては、カリブレーションとい  

われる方法で推計した。カリブレーションは、応用一  

般均衡モデルのパラメータ推計で広く用いられている  

手法であり、基準均衡解の値を連立方程式に代入する  

ことで、逆算的にパラメータの値を得るというもので  

ある。この方法に従えば、基準均衡解を示す統計デー  

タと、連立方程式の式の形とが与えられれば、ユニー  

クにパラメータが求められる11。   

なお、本節の数式で使用した文字はつぎのとおりで  

ある。  

・添え字   

り  財あるいは産業の種類  

（＝1，…，14）  

原則として、使用される財の種類を示すときはi、  

生産される産業を示すときはノを用いる。このため、  

同じ文字についてf，ノの添え字を使い分ける場合が  

ある。たとえば、合成財9ノにつく添え字を、使用面  

を描写した式（12）のなかでは f としているのに対  

し、生産面を描写した式（10）～（11）のなかではノと  

して表記している。  

ん 生産要素の種類  

（＝LABOR，CAPITAL）  

（21）   

どの産業の財を投資財として購入するかという内訳  

は、仮想的に想定された投資主体がその効用を最大に  

するよう決めるものと仮定する。効用関数の関数型は  

コブ・ダグラス型nJ汀fα′′ を仮定し、家計は予  
J  

算制約の下、その効用を最大にするよう消費の内訳を  

決めるものとする。式（21）の下、投資の効用最大化  

問題を解くと、つぎの式が得られる。  

投資の内訳   

∑躇′∬メ＝α′′爪忙0朋方′  
′  

∀g   （22）  

これはつまり、各財ごとの消費に占める金額のシェア  

が一定であることを意味する。  

・外国   

外国は輸入財を供給し、輸出財を購入する。輸出と  

輸入の差額（貿易収支）は、日本国内の貯蓄からファ  

イナンスするものとし、その大きさは一定であると仮  

定する。  

・価格   

輸入財・輸出財の価格は国際的に定まっており所与  

であると仮定する。また、労働の価格（単位あたり使  

用量、賃金率）には硬直性があり所与であると仮定す  

る。  

労働価格の硬直性  

rェ」β0月＝ro上月β0月  
（23）  

その他の価格は需給が一致するよう自由かつ完全競争  

的に調整されるものと仮定する。  

・労働市場   

労働の価格が一定であることから、他の市場とはこ  

となり労働市場では需給のギャップ（つまり失業）が  

存在しうるものとする。  

・資本市場   

資本市場においては、家計が保有する有限の資本が、  
11カリブレーションに関する詳細は、Shoven らの著書  

［13］を参照のこと。  
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全垂  

爪JC’0朋百夕  

家計の可処分所得   

Cp 民間最終消費総額  

Co  民間最終消費における基礎消費金額   

ダG 政府借入額（＝頑府貯蓄）   

〃JCOA4E′  

投資財購入総額  

・外生変数・パラメータ  

数量  

・内生変数  

数量  

錯た 生産要素供給12   

FD∠ 生産要素需要   

yノ  混合生産要素   

．甜／中間財  

（産業ノで使用される中間財ノ）   

Zノ  国内生産財   

か  国内財   

点ノ  輸出財   

〟ノ  輸入財   

9ノ  合成財   

J巧  民間最終消費   

ノ灯f 投資財  

～  政府の財購入   

ズ汽ノ  民間最終消費における基礎消費  

一  

仁1P／r41 用。 生産要素資本の存在量   

価格  

元ノ 輸出財価格   

面ノ 輸入財価格（課税前）   

r叱dβ。月生産要素労働の硬直価格   

全壁  

面 貿易収支黒字（＝一外国貯蓄）   

至  

ノ  

〟  
輸入税率  

転  
国内間接税率  

㌔  生産要素価格（課税前）   

グアノ 混合生産要素価格   

クZノ 国内生産財価格   

Pか 国内財価格   

P9ノ 合成財価格（課税前）   

且rf 合成財価格（課税後）  
－  た  

㍍  
生産要素所得税率  

（労働・資本所得税率）  

C1 限界消費性向  12生産のために実際に使用されたもののみ。したがって、  

失業している労働者など潜在的な要素供給は、ここでは含  

まない。  
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そのほかギリシャ文字から始まる文字は、各数式のパ  

ラメータ（定数）である。  

4．シミュレーション   

前節で述べたモデルを使用して、景気刺撒のための  

主要な政府支出対象と考えられる公共事業部門を含む  

「4建設」と「12社会保障・医療・保健」のふたつの  

産業に対する政府の最終需要が増加したときの、経済  

厚生、雇用量、財の生産量への影響を調べることにす  

る。そのためにつぎのようなケースを考える。  

ケース0  ベースケース（基準解どおり）   

ケース1  「建設」産業への1兆円の追加需  

要が政府により生じる。  

ものとみなして、厚生指標に加算しないことを想定し  

ている。これらの厚生指標は言い換えれば、「実質的  

な国内最終需要の変化」を意味する。つぎに、シミュ  

レーション結果を表1にまとめる。  

表1 シミュレーション結果（ケース1、2）  

各指標の変化  

経済厚生 指標（1）  
指積（2）  

18．766  0．004％   

18．786  0．004％  

－1．364 －0．091％  

－58 」）．017％   

－51，502 －0．095％  

142．169  0．486％   
－1．218 －0．027†i   

－31．942 －0．064％   

－2．565 －0．018％  

－243 －0．010％   

－1．268 －0．008，i  

－543 －0．01T％  

－310 －0．002％  

－488 」）．003％  

－23，264 －0．038％  

－79 －0，048％   
27．328  0．010％  

－4．413 －0．09りi  

－243 －0．710％  

－279．795 －0．280，（  
432．923  0．541％  

674  0．007％  

－72．330 －0．1い川  

523  0．007％   

8．†20  0．015，i   

－6．0†1 －0．037％  

386  0．007％  

T5  0．008，i  

398  0．001％  

－61．481 －0．066％  

2  0．009％  

18．766  0．004％   

84．490 0．013†i   

84．490  0013ち  

－1．472 －0．098％  

－549 －0．162ヽ  

－77．2ヰ5 －0、142％  
－187，898 －0，6421   

1．835 0．040％  

－38．948 －0．078％   

－2．703 一っ．0191  

268  0．011！i  

－11．854ぺl．070I  

－906 －0，0‖川  

－164 －0．001％  

472．965 2．838l  

－38．324 －0．062％  

－45 －0．0271  
115．162 0．042l   
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運輸  
通信・放送  
公務  
社会保障・医療・保健  
その他サービス  
その他  
書十   

実質匡内 農♯  
生産額  鉱業  

製造業  
建設  
t気・ガス・水道  

商業  
会触・保険  
不動産  
運輸  
通信・放送  
公務  
社会保傭・医環・保健  
その他サービス  
その他  
書十   

財政赤字  

追加支出分の資金は政府の借り入  

れにより調達される。  

「社会保障・医療・保健」産業へ  

の1兆円の追加需要が政府により  

生じる。  

追加支出分の資金は政府の借り入  

れにより調達される。   

－3，815  

－241  

－289．054  

－564．014   

1．700   

－64．517   

1，812   

15．241   
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ケース2  

これらの各ケースについて、モデルをGAMS  

（GeneralAlgebraic Modeling System）13というソ  

フトウェアを用いて数値的に解き、解を得ることでシ  

ミュレーションを行なう。   

シミュレーション結果から、経済厚生、雇用、実質  

国内生産額14をチェックする。このうち前のふたつは、  

生活水準の変化を見るためのものであり、最後のひと  

つは、追加支出によりどの産業が伸びるかなどを見る  

ためのものである。経済厚生を計る指標としては、  

（1）家計と投資主体の効用の変化をヒックスの等価  

変分15により金額換算したものと政府支出の増加分  

（ケース1、2では1兆円）の和、および（2）（1）  

とほぼ同じだが、投資のヒックスの等価変分について  

は負の値をとるときのみ加算（つまり差し引く）した  

もののふたつの指標を採用する。（1）は貯蓄増減が  

すべて投資の増減に反映されることを想定している、  

いわば通常のモデルの設定であるのに対し、（2）は  

貯蓄が増加した場合、その分だけ財がすべて売れ残る  

1β09．560  0．2†3％  1．042．180 0．220ち  

単位は百万円  

パーセンテージはベースケースからの変化率。  

ただし経済厚生および財政赤字のパーセンテージは、  

ベースケースのGDP（国内総生産）に対する比である。   

ここで注意したいのは、雇用量の計り方である。こ  

の表では、「実質雇用者所得00百万円分の雇用」と  

いう計り方をしている。このシミュレーションから人  

数単位の雇用の変化を計ることはできない。なぜなら、  

本分析モデルで雇用がたとえば1％増加したとしよう。  

このとき、雇用者側からすると「雇用人数を増加させ  

る」ことと「1人あたりの労働時間を増加させる」こ  

とと（加えるならばその組み合わせと）の調整手段を  

もつ。それゆえ、モデルでいう1％の雇用増加が必ず  

しも雇用人数が1％増加することを意味しないのであ  

る。  

13GAMSはGAMS Development Corporationによりリリー  

スされたソフトウェアである。なお、使用バージョンは   

2．25．092、使用ソルバーはMNOS5である。  

14経済学における「実質」とは、ある基準年（本論文では   

ベースケース）の価格で金額をはかること、をさす。  
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「社会保障・医療・保健」産業に  

1兆円の追加支出を政府が行ない、  

同時に財政赤字の額が変化しない  

よう「建設」産業への支出を減少  

させる。  

このシミュレーション結果からの主要な内容をまと  

めるとつぎのとおりである。  

・ケース1、2とも経済厚生はわずかに改善する。改   

善の幅はGDP比で見ると極めて小さい。支出増加額   

の1兆円に対する経済厚生の改善幅の比は、それぞ   

れのケースで約1．9％、6．4％となる。改善幅はケー   

ス2のほうが大きい。なお、ここでは、投資が減少   

するため、厚生指標（1）と（2）は同じ値となっ   

ている。  

・ケース1、2とも全産業合計で見た雇用はごくわず   

かに増加する。ただし、政府支出を受けた産業以外   

ではほとんどの産業で雇用が減少する。経済厚生の   

結果と比較すると、雇用増加額ほどには経済厚生が   

改善していないことがわかる。  

・ケース1、2ともに、産業全体の実質国内生産額は   

わずかに増加する。これは、産業連関分析の示唆す   

る結果と異なる。個別産業で見ると「建設」を除い   

てはケース2のほうが生産の増加率が大きい、もし   

くは減少率が小さい。  

・しかし、ケース1、2ともに、財政赤字は追加支出   

した1兆円以上増加する。これは、追加支出のため   

犠牲となる投資財の平均国内間接税率（課税ベース   

比ネットで3．2％）にくらべて、「建設」（同2．3％）、  

「社会保障・医療・保健」（同一0．9％）では税率が低   

いため、その分政府の収入が減少したためだと思わ   

れる。雇用増加額ほどに経済厚生が改善しない理由   

もここにあると考えられる。また、「建設」産業の   

ほうが「社会保障・医療・保健」にくらべて、生産   
費用における中間財需要が多いにもかかわらず、生   

産を引き上げる効果で劣る結果が出たのは、両産業   

における価格の歪みの大きさの差異による可能性が   

考えられる。  

経済厚生、雇用、生産のどの指標をとっても、ケー  

ス2、すなわち「社会保障・医療・保健」への支出の  

ほうが正の効果が高いといえる。これは、「建設」支  

出を減らし、その分を「社会保障・医療・保健」への  

支出にまわすことでも、経済厚生、雇用、生産を改善  

できることを示唆している。ただし、財政赤字の増加  

額はケース1にくらベ2のほうが大きいため、単に同  

額の支出先振替えを行なった場合財政収支は悪化する  

ことが予想される。そこで、ケース3の政策を検討し  

てみよう。  

ケース3  

ケース3のシミュレーションの結果、つぎのことが示  

された。「建設」への支出を1兆323億円減少させたと  

に、政府は「社会保障・医療・保健」の費用をまかな  

うことができる。経済厚生、雇用、生産への影響は、  

表2に示される。  

表2 シミュレーション結果（ケース3）  
各指標の変化  

経済厚生 指標（1）  

指棟（2）   

雇用1 農業  
鉱業  
製造業  
建設  
電気・ガス・水道  
商業  
金融・保険  
不動産  
運輸  
通信・放送  
公務  
社会保陣・医療・保健  
その他サービス  
その他  
澗   

実質匡内 農業  
生産額  鉱業  

製造業  
建設  
電気・ガス・水道  
商業  
金融・保険  
不動産  
運輸  
通信・放送  
公務  

45．T43  0，0091  

7．354  0．001％  
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ー64  

－49ロ   

ー24．076   

－334．670  

3．093  

－5．969  

－54  

519   
－10．345  

－345  

157   

473，487   

－14，305  

37  

86．974  

740  

9   

19，784  

－1．0†0．910  

1．005   

10．152   

1．0丁3  

6．白5丁  

2．391  

725  
111  

社会保障・医療・保健 1，001．304  
その他サービス  
その他  
晋十  

財政赤字  

表記等は表1に同じ。 単位は百万円   

この結果から、「社会保障・医療・保健」への支出  

を増加し、財政収支の水準を保つよう「建設」への支  

出を減少させることで、経済厚生、雇用、生産の水準  

が改善することがわかる。また、このとき、  

・投資増カロ分はすべて売れ残ると想定すると、（厚生指   

標（2））経済厚生の改善幅は、ケース1、2とく   

らべても際立って小さくなる。  

・「建設」を除く全産業で生産が増加する。  

ということも示された。  

以上のことから、「社会保障・医療・保健」に対す  

る政府の追加的支出は経済厚生および雇用、生産をわ  

ずかに改善させ、その改善幅は「建設」への支出のそ  

れよりも大きいことが示唆された。また、これらの指  
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標項目の改善は「社会保障・医療・保健」への支出増  

加と「建設」への支出減少を組み合わせることで、財  

政に負担をかけることなく行なえることも示された。  

この結果は、経済厚生（粗付加価値と類似概念）、雇  

用に関しては従来の産業連関分析の結果とおおむね一  

致したものの、生産に関しては、「建設」への支出の  

ほうが効果が高いとする産業連関分析とは反対の結果  

が得られた。これは、産業連関分析では分析すること  

のできない、間接税率に起因する価格の歪みが影響し  

ているのかもしれない。  

5．まとめ   

本研究では、「社会保障・医療・保健」産業に対す  

る政府の追加支出がもたらす経済効果を、主要な景気  

対策用支出先である「建設」に対するそれがもたらす  

ものと比較した。分析にあたっては、従来用いられて  

きた産業連関分析の手法のかわりにその発展形である  

応用一般均衡モデルを政府支出の経済効果の分析に適  

した形に構築し、分析を行なった。   

ここで示唆された結論としては、（1）「社会保障・  

医療・保健」に対する政府支出は、わずかではあるも  

のの経済厚生を改善し雇用、生産を増加させる。（2）  

それらの効果の大きさは「建設」を上回る。（3）ま  

た、これらの指標の改善は「社会保障・医療・保健」  

への支出増加と「建設」への支出減少を組み合わせる  

ことで、財政に負担をかけずに遂行できること、であっ  

た。これらの指標の改善幅はいずれも小さいものでは  

あるが、「社会保障・医療・保健」への支出の経済効  

果が公共投資などと比べて薄いとは必ずしもいえない  

ことは示されたと考える。   

今回、応用一般均衡モデルを採用したことにより、  

生産費用における人件費の比重が比較的高い「社会保  

障・医療・保健」の分野を過大に評価しない分析を行  

なうことができた。本研究であつかったテーマの従来  

的な分析手法である産業連関分析による結果では、経  

済厚生・雇用はほぼ同等もしくは社会保障関係支出の  

ほうが効果が大きいことを示しており、本研究の結果  

とおおむね一致したものの、生産に関する効果につい  

ては定性的に逆の結果が得られた。この原因としては、  

産業連関分析では扱えない間接税率に起因する価格の  

歪みが影響した可能性が考えられるが、今後突き詰め  

て検討していきたい。   

この応用一般均衡モデルは、現在主に、貿易や環境  

問題などの分野の研究に使用されているが、今後、社  

会保障や福祉などの分野で利用していく価値があると  

思われる。   

最後に、今後のこの研究の展望について述べておき  

たい。まず第1に、今回使用したモデルのパラメータ  

などのブラッシュアップである。今回は各種弾性値な  

ど比較的大雑把な仮定の下使用したが、より精密な分  

析をするためにはこのようなパラメータ設定を厳密に  

考えていく必要がある。第2に経済効果の範囲の拡大  

である。今回、経済厚生・雇用・生産などの指標を調  

べたのは、政府による追加的需要を供給サイドからみ  

た分析にとどまった。実際には政府が購入したものが  

利用されることによる、需要サイドから見てのメリッ  

ト（たとえば、社会福祉の充実による労働力の質の向  

上および増加や、政府発注の建設物が将来の生産に与  

える影響）が存在すると考えられる。今後、この点に  

ついても視野に入れて研究を進めていきたい。  
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